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研究成果の概要： 

離島、僻地に在住する聴覚障害児の教育を支援するため、インターネットや電話回線を利用

した遠隔指導、支援を試行した。鹿児島聾学校及び鹿児島県内の離島域の難聴児通級指導教室

にブロードバンド環境を整備し、主にパソコンを使用したテレビ会議システムによる言語コミ

ュニケーション指導、教育相談、児童間交流、障害啓発授業などを行った。児童、生徒および

保護者、計 3２名（障害啓発授業対象の健聴児 37 名を除く）を対象に延べ 58 回の指導、支援

を実施した結果、対面による指導、支援を補完するという目的だけでなく、コミュニケーショ

ン態度や日本語リテラシーの指導において対面指導とは異なる効果が得られ、さらに遠隔指導、

支援という手法が、これまで不十分であった学校間、教師間の連絡、連携体制を促進すること

が示唆された。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００５年度 5,100,000 0 5,100,000 

２００６年度 4,400,000 0 4,400,000 

２００７年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

２００８年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

  年度  

総 計 14,400,000 1,470,000 15,870,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・特別支援教育 
キーワード：聴覚障害 特別支援教育 遠隔指導 離島、僻地 インターネット ブロードバ

ンド テレビ会議システム 
 
１．研究開始当初の背景 

現在、聾学校、難聴学級は、それぞれ特別
支援学校、特別支援教室として、通常の学級
にいる聴覚障害児に対していっそうの教育
支援を行うことが求められている。しかしこ
れらの学校は、数が限定されている上に主に
都市部に所在するため、離島や僻地のように
交通の便が悪い地域の通常の学級に在籍す

る聴覚障害児は、都市部の聴覚障害児と同質、
同量の指導、支援を受けることが困難な状況
にある。また聴覚障害教育の専門性を有する
教師の数は有限であり、これらの人材が、離
島・僻地の通常の学級に在籍する聴覚障害
児・者に対しても十分な教育支援を行うため
には、地理的な悪条件を解決する方策が必要
である。 
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このような状況に対応する手段の一つと
してインターネットや電話回線を使用した
ICT による遠隔教育があげられる。しかし現
在、各校に設置されている設備や通信回線で
は実時間動画通信が困難である上、教員の
ICT 技術に関する理解啓発、組織間の連携体
制の構築といった課題があり、聾学校、難聴
学級において遠隔指導を取り入れた教育実
践はみられない。 

 
２．研究の目的 
本研究では、離島、僻地の通常学級に在籍

する聴覚障害児・者とその保護者に対して、
ブロードバンド（インターネット）を利用し
た遠隔による支援、指導、相談を実施し、「遠
隔支援、指導に必要な機器及び通信環境（動
画表示及び動画像伝送のパラメータ、音場設
定等）」「専門家チームと現場の教師との連
携」「コミュニケーション・情報保障に関す
る支援（遠隔パソコンノートテーク）」「教科
や言語に関する指導」「教育相談」の各々に
ついて検討する。この結果をもとに、聴覚障
害教育における遠隔指導、支援の可能性につ
いて明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 研究は図 1に示すステージを経て実施した。 

図１ 研究のステージ 
 
 各段階における具体的な検討事項は以下
の通りである。 
(1)指導、支援組織の連携、連絡体制の検討 
(2)遠隔指導、支援に必要なブロードバンド
（インターネット）環境の検討 

(3)遠隔地指導の具体的手法と有効性に関す
る検討 

(4)遠隔支援の具体的手法と有効性に関する
検討 

 
４．研究成果 
(1)指導、支援組織の連携、連絡体制の構築 
 17 年度において、鹿児島県内に図２に示す
研究連携体制を構築した。研究実施に際して
は、鹿児島大学が中心となり鹿児島県教育委
員会ほか、各校を管轄する市町村教育委員会
の理解、協力を得るようにした。17 年度から
奄美市名瀬小学校きこえとことばの教室に

通級する児童、保護者を対象に指導、支援を
開始し、18 年度からは名瀬小学校に加え、屋
久町立安房小学校ことばの教室（屋久島）、
西之表市立榕城小学校ことばの教室(種子島)
を対象に加えた。さらに 19 年度からは、長
野県立松本聾学校との連携を開始し、松本地
区の児童、生徒を対象に加えたほか、鹿児島
県内の離島以外の僻地域との連絡体制を整
備した。 

図２ 指導、支援組織の連携、連絡体制 
 
(2)遠隔指導、支援に必要な設備、通信環境の
検討 
本研究分担者が開発した遠隔地間コミュ

ニケーション・ツール（ビデオ会議システム）
を活用し、指導、支援を試行した。筑波技術
大学に設置されたサーバーを介して各校 PC
間を接続し、動画映像・音声・文字情報等の
通信をおこなった。サーバーに関しては、筑
波技術大学に設置したサーバー用 PC に（株）
Adobe 製のサーバープログラムである Flash 
Communication Server 1.5 及び Flash Media 
Server 2.0 をインストールし、サーバーの
プログラムがデータの送受信の役割を受け
持った。このサーバーの機能は、ウェブサイ
ト閲覧用のソフトウェア（例えば、インター
ネット・エクスプローラ等）から利用するこ
とができる。初年度に遠隔指導を試行した結
果、口形や手形の動きなど聴覚障害児にとっ
て重要な情報を確保しつつ回線速度を考慮

筑波技術大学

・遠隔指導ｼｽﾃﾑの構築

・遠隔ｼｽﾃﾑによる指導及び相談

・遠隔指導ｼｽﾃﾑによる情報保障

鹿児島大学

・指導・支援組織の間の連絡と調整

・遠隔ｼｽﾃﾑによる教科指導

・遠隔地指導のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞによる学生の観察実習

鹿児島聾学校

・僻地・離島域の聴覚障害児に関する情報の管理

・地元基幹校としての指導と支援

・効果的な通級指導の探究

通級指導教室（難聴学級・きこえとことばの教室等）

・担当地区（離島、僻地）の聴覚障害児の把握と指導

・大学、聾学校と連携した指導と支援

・遠隔指導ｼｽﾃﾑを活用した指導法の提案

指導・支援組織

テレビ電話、インターネットによる指導・支援・相談

連携支援

聴覚障害児・
者の保護者

聴覚障害
幼児・児童・生徒

在籍学級
(小中高校

等)

第１段階：鹿児島県奄美地方の聴覚障害児・者を対象とした
指導、支援の試行（送受信環境の暫定的な設定）

第２段階：奄美地方に加え屋久島、種子島地域を含む離島、
僻地の聴覚障害児・者を対象とした指導、支援、情報保障の
試行（指導・支援方法の検討と送受信環境の改善）

第３段階：鹿児島県離島に加え長野県松本地域の聴覚障害
児・者を対象とした指導、支援、情報保障の試行（一般学級に
おける情報保障の試行）



した 1対 1の指導における 2者間通信用プロ
グラムの画像及び音声の送受信の設定を、フ
レームレート 20～30 [fps]、音声サンプリン
グレート 22.05 [kHz] モノラルとした。画像
の取り込みは安価な WEB カメラ(USB 接続)ま
たは DV カメラ（IEEE1394 接続）に拠った。 
 多人数を対象とした遠隔授業など、大型テ
レビモニターまたはスクリーンに映像を表
示する場合は、上記テレビ会議システムでは
十分な解像度の動画像を伝送することが困
難であったため、Sony 社製テレビ会議システ
ム PCS-1 または NTT 社製フレッツホンを使用
した。 

図３ テレビ会議システムの 2者間通信場面 
 

音声の送受信においては、音の回り込み防
止及び児童、生徒の補聴環境が課題となった。
前者の対策としては、対象者の障害の程度に
応じてワイヤレス送受信システム（パナソニ
ック社製パナガイド）を使用するか、または
個人用補聴器を最大限に活用できるような
音場とするといった選択的配慮をおこなっ
た。後者の対策としては、エコーキャンセリ
ング機能を持つマイクスピーカの活用や、教
育相談など健聴者の対話においてはヘッド
セットを使用するなどの工夫をした。なお音
声の伝送においては、サーバーのプログラム
の中で通信帯域低減のための特殊な機能（無
音とみなす閾値設定による音声送信停止等
の機能）を稼動させないように設定した。 
 
(3)遠隔指導の具体的手法と有効性に関する
検討 

 表１は、本研究を通して実施した、聴覚障
害児・者と保護者および担当教員に対する指
導、支援の概要を示している。この表のうち、
No.1～11 が児童、生徒に対する指導に関す
る事項である。いずれの指導も、主に対象者
のコミュニケーション能力および日本語リ
テラシー向上を目指したものであった。これ
らの活動の効果について、被支援校の教員
（通級指導担当者）及び支援者による児童、
生徒の観察結果及び生徒に対する質問紙か
らは、以下のことがらが示された。 
・ テレビ対話においては話し手と聞き手の

交代を意識する必要がある。このことは
日常の対面によるコミュニケーションに 

図 4 難聴児童と遠隔地の教員との対話 

図５ 障害啓発に関する遠隔授業 
 

も般化される可能性がある。 
・ テレビ対話では対面時と比較して得られ

る音声や視覚情報の質は低い。したがっ
て相手の発話を理解しようとした時には
「聞く」「見る」ことに集中しなければな
らない。このことは児童が話し手となっ
たときに明瞭な話し方を意識させる場合
がある。 

No.11 の遠隔授業は、きこえとことばに通
級する難聴児童の在籍学級児童（健聴）を対
象に実施したものである（図５）。この授業
では、ふだん成人聴覚障害者とふれ合う機会
がない離島の児童が、つくばにいる聴覚障害
学生とコミュニケートすることによって障
害についての理解を深め、延いては同じ学級
にいる難聴児の学習、生活上の困難に気づか
せる効果を狙った。 

 
(4)遠隔支援の具体的手法と有効性に関する
検討 

 表 1 の No.12 以降は、支援に関する事項を
示している。 
①教育相談 
 教育相談は最もニーズが高く、またビデオ
会議システムを使用すれば、小学校高学年以
上の児童、生徒や保護者及び教師が相談対象
である場合は、遠隔においても対面相談と同
等の役割を果たせることが示された。ビデオ
会議システムによる教育相談の手法に関し
て、支援者からは以下の状況が報告された。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１ 実施した指導・支援の一覧
（対象の幼児、児童、生徒は障害啓発授業を除きすべて聴覚障害） 

17 18 19 20

1 遠隔 遠隔コミュニケーション指導 名瀬小学校 筑波技術大学（教員）
小学校3年児童（開始時）
小学校5年児童（開始時）

数回

2 遠隔 遠隔コミュニケーション指導 安房小学校 筑波技術大学（教員）
中学校3年生徒
小学校3年児童

数回

3 遠隔 遠隔コミュニケーション指導 名瀬小学校 鹿児島聾学校（教員） 小学校6年生児童 1回
4 遠隔 遠隔コミュニケーション指導 名瀬小学校 名山小学校（教員） 小学校6年生児童 1回

5 遠隔 遠隔コミュニケーション指導
榕城小学校
安房小学校

名瀬小学校（教員） 各校の小学校2年児童2名 1回

6 現地 対面指導 松本聾学校 筑波技術大学（教員） 小学部児童8名 2回

7 遠隔 ビデオレター 名瀬小学校 筑波技術大学（教員）
小学校3年児童
小学校5年児童

数回

8 遠隔 メール交換 名瀬小学校 筑波技術大学（教員）
小学校3年児童（開始時）
小学校5年児童（開始時）

多数回

9 遠隔 メール交換 安房小学校 筑波技術大学（教員）
中学校3年生徒

数回

10 遠隔 遠隔授業 松本聾学校 筑波技術大学（教員） 高等部専攻科生徒7名 10回

11 遠隔 遠隔授業（障害啓発） 名瀬小学校
筑波技術大学（聴覚障害
学生および教員）

小学校児童健聴38名 1回

12 現地 遠隔教育相談 名瀬小学校 筑波技術大学（教員）
小学校5年児童および3年児
童の保護者

1回

13 遠隔 遠隔教育相談 鹿児島聾学校 筑波技術大学（教員） 中学校3年生徒1名 １回

14 現地 教育相談 名瀬小学校 鹿児島聾学校
幼稚園教諭・保育士・療育関
係者・保護者

1回

15 現地 教育相談
安房小学校/筑波技
術大学

筑波技術大学（教員） 中学校3年生徒と保護者 2回

16 遠隔 遠隔教育相談 安房小学校 筑波技術大学（教員） 中学校3年生徒及び保護者 多数回

17 遠隔 遠隔教育相談 安房小学校 筑波技術大学（教員） 高校2年生徒及び保護者 １回

18 遠隔 遠隔教育相談 鹿児島聾学校
筑波技術大学（教員）
安房小学校（教員）

高等部2年生徒1名 １回

19 現地 教育相談 鹿児島聾学校 名瀬小学校 1～3歳の難聴乳幼児保護者 3回
20 現地 教育相談 溶城小学校 鹿児島聾学校（教員） 教育相談幼児の保護者 1回
21 現地 教育相談 安房小学校 鹿児島大学学（教員） 通級児童（知的障害）の保護 1回

22 遠隔 遠隔教育相談 名瀬小学校 鹿児島聾学校（教員）
小学校4年児童／在籍学級担
任／保護者

1回

23 遠隔 遠隔教育相談 榕城小学校
鹿児島聾学校（教員）
筑波技術大学（教員）

小学校2年児童と保護者（市
内）

1回

24 遠隔 遠隔教育相談 榕城小学校 鹿児島聾学校（教員） 幼稚園年長幼児と保護者 1回

25 現地 教育相談
筑波技術大学
名山小学校

筑波技術大学（教員） 高校3年生徒と保護者 1回

26 現地 教育相談 安房小学校 筑波技術大学（教員） 教育相談乳児の保護者 1回
27 現地 教育相談 名瀬小学校 鹿児島聾学校（教員） 中学2年生徒 1回

28 遠隔 遠隔講座 鹿児島聾学校 筑波技術大学（学長）
鹿児島聾学校教員／鹿児島
大学教育学部学生／筑波技

１回

29 遠隔 遠隔講座 鹿児島聾学校 筑波技術大学（教員） 鹿児島聾学校教員 １回

30 遠隔 遠隔交流
松本聾学校
鹿児島聾学校

松本聾学校（教員）
鹿児島聾学校（教員）

松本聾学校小学部6年児童9
名と鹿児島聾学校小学部4～
5年児童7名

3回

31 遠隔 遠隔交流
鹿児島聾学校
筑波技術大学

筑波技術大学(教員）
鹿児島聾学校(教員）

鹿児島聾学校高等部生徒5名
と筑波技術大学学生3名

2回

32 遠隔 遠隔交流 名瀬小学校
筑波技術大学（教員）
名瀬小学校（教員）

名瀬小学校通級小5児童1名
と筑波技術大学学生1名

1回

33 遠隔 遠隔交流 鹿児島聾学校
鹿児島聾学校（教員）
名瀬小学校（教員）

名瀬小学校児童と聾学校高
等部2年生徒

1回

34 遠隔 遠隔交流 鹿児島聾学校
鹿児島聾学校（教員）
安房小学校（教員）

名瀬小学校児童1名と聾学校
高等部2年生徒

1回

35 遠隔 遠隔交流
安房小学校
筑波技術大学

筑波技術大学(教員）
安房小学校(教員）

安房小学校通級中3生徒1名
と筑波技術大学学生3名

1回

36 遠隔 遠隔交流 名瀬小学校
安房小学校（教員）
榕城小学校（教員）

各校の難聴児童（小２）3名 3回

37 遠隔 遠隔交流 名瀬小学校
名瀬小学校（教員）
安房小学校（教員）

各校の小学校2年児童2名 1回

38 遠隔 遠隔交流 榕城小学校
榕城小学校（教員）
安房小学校（教員）

各校の小学校2年児童3名 1回

39 遠隔 遠隔交流 名瀬小学校
名瀬小学校（教員）
榕城小学校（教員）
安房小学校（教員）

各校の小学校2年児童2名 2回

40 遠隔 遠隔情報保障 安房小学校 筑波技術大学（教員） 中学3年生徒 5回

41 遠隔 遠隔会議 各校の教員 多数回

42 遠隔 教育関係情報の交換
筑波技術大学／名瀬
小学校

名瀬小学校通級指導教室担
当教員と筑波技術大学教員

数回

43 現地 研究協議会
溶城小学校（19年度）
鹿児島聾学校（20年
度）

鹿児島聾学校／名瀬小
学校／安房小学校／溶
城小学校／名山小学校
／鹿児島大学／筑波技
術大学 各校の教員

2回

44 現地
研究授業および授業研究
会

溶城小学校

溶城小学校／鹿児島聾
学校／名瀬小学校／安
房小学校／鹿児島大学
／筑波技術大学　各校の

溶城小学校通級小1児童に対
することばの指導

1回

45 遠隔 教育、研究関係情報の提供 鹿児島聾学校 筑波技術大学（教員） 鹿児島聾学校教員 数回

拠点機関 支援機関

筑波技術大学／鹿児島大学／鹿児島聾学校／
名瀬小学校／安房小学校／溶城小学校／松本
聾学校(各校の教員）

No. 対象者 回数
実施年度遠隔・

現地
事項



図６ 保護者に対する遠隔教育相談 
 
・ 電話などと異なり双方に動画像が表示さ

れるため相談者との間にラポートを築き
やすい。 

・ メールなどと異なりライブでの双方向コ
ミュニケーションが行えることで支援者
にとってはクライアントについての状況
把握（評価）やコンサルテーションが行
いやすい。 

・ 乳幼児教育相談などでは、子どもに対す
る直接的なはたらきかけを通した評価
が困難であるため、対面法による相談を
併用する必要がある。 

②遠隔交流 
 離島僻地の聴覚障害児は自分以外の聴覚
障害児・者と接する機会がないため障害認識
とこれにもとづくエンパワメントが育ちに
くいことが懸念される。このため本研究では
表 1の No.30～39 にあるようにビデオ会議シ
ステムの 2地点間及び多地点間通信の機能を
活用し、様々な学校、地域の聴覚障害児・者
の間で遠隔交流を行った。 
③携帯電話による遠隔情報保障 

離島の一般中学で学ぶ難聴中学生の授業
において、共同研究者が開発したリアルタイ
ム文字提示システムによる情報保障を実施
した。教師の音声を東京にいる文字入力者に
送信し、即時入力したテキストを中学生の携
帯電話に表示されるというものであった。生
徒及び授業担当教師からは有用な情報保障
方法であるとの評価を得た。 
 

図７ 遠隔交流におけるビデオ会議画面 
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